
　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

い

山林 0.0238 スギ
ヒノキ 51 W

16

15 野村 家ノ上ヘ 1389 34 い

51 Wい

14 野村 家ノ上ヘ 1386 34

13 野村 家ノ上ヘ 1385 34

い 山林 0.0449 スギ
ヒノキ 51 W

山林 0.0171 スギ
ヒノキ 51 W

0.0234 スギ
ヒノキ 51 Wい

12 野村 家ノ上 1384 34

11 野村 家ノ上 1378 34

い 山林 0.0135 スギ
ヒノキ 51 W

山林 0.0029 スギ
ヒノキ

W

山林 0.0595 スギ
ヒノキ 51 Wい

10 野村 石原 1376 34

9 野村 石原 1375 34

い 山林 0.0314 スギ
ヒノキ 51 W

山林

8 野村 茶エン 1373 34

7 野村 石原 1366 34

6 野村 石原 1363-1 34

0.0191 スギ
ヒノキ 51 W

5 野村 石原 1363 34 い

い 山林 0.0085 スギ
ヒノキ 51 W

山林 0.0237 スギ
ヒノキ

3 野村 石原 1362      1 34 い 山林 0.04

10年

2 野村 石原 10112-2,-3 34

い 山林 0.13 スギ

スギ 71

4 野村 石原 1362-1

町 大字 小字 地番

面積

ha

現況

樹種

（以下余白）

71

別添１参照 別添２参照 別添３参照

34 い 山林

51 W

い 山林 0.0786 スギ
ヒノキ 51

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

1 野村 石原 10110-9 34

所　　在

林班 小班 地目

65

公告の日

い 山林 0.08 スギ

現況

林齢

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-001

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　兵庫県豊岡市日高町国分寺７６１番地　三野　やよい
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

山林 0.0238 スギ
ヒノキ 5115 野村 家ノ上ヘ 1389 34 い

（以下余白）

14 野村 家ノ上ヘ 1386 34 い 山林 0.0449

山林 0.0171 スギ
ヒノキ 5113 野村 家ノ上ヘ 1385 34 い

スギ
ヒノキ 51

山林 0.0029 スギ
ヒノキ 51

12 野村 家ノ上 1384 34 い

11 野村 家ノ上 1378 34 い

山林 0.0135 スギ
ヒノキ 51

スギ
ヒノキ 5110 野村 石原 1376 34 い 山林 0.0314

山林 0.0234 スギ
ヒノキ 519 野村 石原 1375 34 い

スギ
ヒノキ 51

7 野村 石原 1366 34 い 山林 0.0595 スギ
ヒノキ 51

8 野村 茶エン 1373 34 い 山林 0.0786

6 野村 石原 1363-1 34 い 山林 0.0085

山林 0.0237 スギ
ヒノキ 515 野村 石原 1363 34 い

スギ
ヒノキ 51

4 野村 石原 1362-1 34 い 山林 0.0191

山林 0.04 スギ 713 野村 石原 1362      1 34 い

スギ
ヒノキ 51

山林 0.13 スギ 65

2 野村 石原 10112-2,-3 34 い

1 野村 石原 10110-9 34 い

山林 0.08 スギ 71

備考

番号

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

現況

林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

⑯

⑮ 野村 家ノ上ヘ 1389 34 い

⑭ 野村 家ノ上ヘ 1386 34 い

⑬ 野村 家ノ上ヘ 1385 34 い

⑫ 野村 家ノ上 1384 34 い

⑪ 野村 家ノ上 1378 34 い

⑩ 野村 石原 1376 34 い

⑨ 野村 石原 1375 34 い

⑧ 野村 茶エン 1373 34 い

⑦ 野村 石原 1366 34 い

⑥ 野村 石原 1363-1 34 い

⑤ 野村 石原 1363 34 い

1362-1 34 い

③ 野村 石原 1362      1 34 い

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村

（以下余白）

石原 10110-9 34 い

② 野村 石原 10112-2,-3 34 い

④ 野村 石原

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

⑯

⑮ 野村 家ノ上ヘ 1389 34 い

⑭ 野村 家ノ上ヘ 1386 34 い

⑬ 野村 家ノ上ヘ 1385 34 い

⑫ 野村 家ノ上 1384 34 い

⑪ 野村 家ノ上 1378 34 い

⑩ 野村 石原 1376 34 い

⑨ 野村 石原 1375 34 い

⑧ 野村 茶エン 1373 34 い

⑦ 野村 石原 1366 34 い

⑥ 野村 石原 1363-1 34 い

② 野村 石原 10112-2,-3 34 い

⑤ 野村 石原 1363 34 い

④ 野村 石原 1362-1 34 い

地番

① 野村 石原 10110-9 34

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

（以下余白）

③ 野村 石原 1362      1 34 い

い
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

7/161



　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

16

15

14

13

12

11

Wい

10

9 （以下余白）

0.0304 スギ 66 C

8 野村 ジドウ 1441 34

7 野村 ジドウ 1441-乙 34

い 山林 0.0049 スギ
ヒノキ 51 W

山林 0.0396 スギ
ヒノキ 51

0.13 スギ 26

5 野村 オツカケ 1435 34 い

4 野村 ジドウ 1439・1440 34 い 山林

別添２参照 別添３参照

0.0195 スギ
ヒノキ 51 W6 野村 石原 1365 34 い 山林

10110-1 34

3

2 野村 石原

山林

い 山林 0.02 スギ

スギ 66

町 大字 小字 地番

面積

ha

現況

樹種

71

野村 石原 10114-6 34 い 山林 0.04

10年 別添１参照

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

1 野村 石原 10109-2 34

所　　在

林班 小班 地目

71

公告の日

い 山林 0.07 スギ

現況

林齢

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-002

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府与謝野郡伊根町字野村1704番地　松山　義宗
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

14

13

12

11

10

9 （以下余白）

スギ
ヒノキ 51

51

8 野村 ジドウ 1441 34 い 山林 0.0049

7 野村 ジドウ 1441-乙 34 い 山林 0.0396 スギ
ヒノキ

6 野村 石原 1365 34 い 山林 0.0195

山林 0.0304 スギ 665 野村 オツカケ 1435 34 い

スギ
ヒノキ 51

4 野村 ジドウ 1439・1440 34 い 山林 0.13

山林 0.04 スギ 663 野村 石原 10114-6 34 い

スギ 26

山林 0.02 スギ 71

2 野村 石原 10110-1 34 い

1 野村 石原 10109-2 34 い

山林 0.07 スギ 71

備考

番号

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

現況

林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨ （以下余白）

⑧ 野村 ジドウ 1441 34 い

⑦ 野村 ジドウ 1441-乙 34 い

34 い

③ 野村 石原 10114-6 34 い

⑥ 野村 石原 1365 34 い

⑤ 野村 オツカケ 1435 34 い

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10109-2 34 い

② 野村 石原 10110-1 34 い

④ 野村 ジドウ 1439・1440

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨ （以下余白）

⑧ 野村 ジドウ 1441 34 い

⑦ 野村 ジドウ 1441-乙 34 い

⑥ 野村 石原 1365 34 い

野村 石原 10110-1 34 い

⑤ 野村 オツカケ 1435 34 い

④ 野村 ジドウ 1439・1440 34 い

地番

① 野村 石原 10109-2 34

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

③ 野村 石原 10114-6 34 い

い

②

13/161



　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

0.03 スギ

現況

林齢

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-003

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府与謝野郡伊根町字野村2043

2 野村 石原

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

1 野村 石原 10110-18 34

所　　在

林班 小班 地目

45

公告の日

い

0.09 ヒノキ

スギ 36

町 大字 小字 地番

面積

ha

現況

樹種

51

野村 石原 10108-2 36 い 山林 0.04

10年 別添１参照 別添２参照 別添３参照

0.05 スギ 42山林

山林

6 （以下余白）

1358 35

い 山林

3

山林

5 野村 オクシノウヘ 1380 38 い

4 野村 石原 10110-4 37 い

0.0595 スギ
ヒノキ 51 W

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

　桜尾　夏男
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

備考

番号

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

現況

林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

い

スギ 42

山林 0.09 ヒノキ 45

2 野村 石原 1358 35 い

1 野村 石原 10110-18 34 い

山林 0.03 スギ 51

4 野村 石原 10110-4 37 い 山林 0.05

山林 0.04 スギ 363 野村 石原 10108-2 36

6

山林 0.0595 スギ
ヒノキ 515 野村 オクシノウヘ 1380 38 い

（以下余白）

7

8

10

9

12

11

14

13

16

15

　伊根町長　　吉　本　秀　樹
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10110-18 34 い

② 野村 石原 1358 35 い

④ 野村 石原 10110-4 37 い

③ 野村 石原 10108-2 36 い

⑥

⑤ 野村 オクシノウヘ 1380 38 い

（以下余白）

⑧

⑦

⑩

⑨

⑫

⑪

⑭

⑬

⑯

⑮
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 石原 1358 35 い

地番

① 野村 石原 10110-18 34

④ 野村 石原 10110-4 37 い

③ 野村 石原 10108-2 36 い

⑥

⑤ 野村 オクシノウヘ 1380 38 い

（以下余白）

⑧

⑦

⑩

⑨

⑫

⑪

⑯

⑮

⑬

⑭
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　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-004

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都市向日町森本町下森本16番地の6　三野　信夫

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

1 野村 石原 10111-1 34

所　　在

林班 小班 地目

65

公告の日

い 山林 0.01 スギ

現況

林齢

い 山林 0.38 ヒノキ

スギ 66

町 大字 小字 地番

面積

ha

現況

樹種

42

野村 石原 10114-2 36 い 山林 0.04

10年 別添１参照

6 野村 石原 1371 39 い 山林

10110-3 35

3

2 野村 石原

山林

0.22 スギ 65

5 野村 東谷 1299・1300 38 い

4 野村 石原 1421 37 い 山林

別添２参照 別添３参照

0.0505 スギ
ヒノキ 51 W

0.21 スギ 71 T

8 野村 家ノ上ヘ 1388 41

7 野村 家ノ上ヘ 1387 40

い 山林 0.0238 スギ
ヒノキ 51 W

山林 0.0201 スギ
ヒノキ 51 Wい

10 野村 タンバタケ 1354-1 43

9 野村 タンバタケ 1354 42

い 山林 0.0112 スギ
ヒノキ 51 P/Q

山林 0.0479 スギ
ヒノキ 51 P/Qい

12 野村 石原 10114-3 45

11 野村 ヲクジ 1342 44

い 山林 0.03 スギ 71

山林 0.0436 スギ
ヒノキ 51 P/Qい

14

13 野村 石原 110-マル3 46 い

（以下余白）

山林 0.03 スギ 71

16

15
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

備考

番号

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

現況

林齢

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

い

スギ 65

山林 0.38 ヒノキ 65

2 野村 石原 10110-3 35 い

1 野村 石原 10111-1 34 い

山林 0.01 スギ 42

4 野村 石原 1421 37 い 山林 0.22

山林 0.04 スギ 663 野村 石原 10114-2 36

6 野村 石原 1371 39 い 山林 0.0505

山林 0.21 スギ 715 野村 東谷 1299・1300 38 い

スギ
ヒノキ 51

7 野村 家ノ上ヘ 1387 40 い 山林 0.0201 スギ
ヒノキ 51

8 野村 家ノ上ヘ 1388 41 い 山林 0.0238

タンバタケ 1354 42 い

スギ
ヒノキ 51

スギ
ヒノキ 5110 野村 タンバタケ 1354-1 43 い 山林 0.0112

山林 0.0479 スギ
ヒノキ 519 野村

山林 0.0436 スギ
ヒノキ 51

12 野村 石原 10114-3 45 い

11 野村 ヲクジ 1342 44 い

山林 0.03 スギ 71

14

山林 0.03 スギ 71

（以下余白）

13 野村 石原 110-マル3 46 い

16

15

　伊根町長　　吉　本　秀　樹
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10111-1 34 い

② 野村 石原 10110-3 35 い

④ 野村 石原 1421 37 い

③ 野村 石原 10114-2 36 い

⑥ 野村 石原 1371 39 い

⑤ 野村 東谷 1299・1300 38 い

⑧ 野村 家ノ上ヘ 1388 41 い

⑦ 野村 家ノ上ヘ 1387 40 い

⑩ 野村 タンバタケ 1354-1 43 い

⑨ 野村 タンバタケ 1354 42 い

⑫ 野村 石原 10114-3 45 い

⑪ 野村 ヲクジ 1342 44 い

⑭

⑬ 野村 石原 110-マル3 46 い

（以下余白）

⑯

⑮
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

地番

① 野村 石原 10111-1 34

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

③ 野村 石原 10114-2 36 い

い

② 野村 石原 10110-3 35 い

⑤ 野村 東谷 1299・1300 38 い

④ 野村 石原 1421 37 い

⑦ 野村 家ノ上ヘ 1387 40 い

⑥ 野村 石原 1371 39 い

⑨ 野村 タンバタケ 1354 42 い

⑧ 野村 家ノ上ヘ 1388 41 い

⑪ 野村 ヲクジ 1342 44 い

⑩ 野村 タンバタケ 1354-1 43 い

⑬ 野村 石原 110-マル3 46 い

⑫ 野村 石原 10114-3 45 い

（以下余白）⑭

⑯

⑮
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　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-005

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府与謝郡伊根町字野村1059番地　和田　正二

34 い

1 野村 茶エン 1372 34 い

W

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

山林 0.0314 スギ
ヒノキ 51

山林 0.0396 スギ
ヒノキ 51

公告の日 10年

3

別添１参照 別添２参照

9

8

4

6

5

別添３参照

W

2 野村 家ノ上 1377

7

11

10

13

12

15

14

16

（以下余白）
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伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

現況

林齢

山林 0.0314 スギ
ヒノキ 51

山林 0.0396 スギ
ヒノキ 51

2 野村 家ノ上 1377 34 い

1 野村 茶エン 1372 34 い

4

3

6

5

7

8

10

9

12

11

14

13

16

15

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

（以下余白）
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 茶エン 1372 34 い

② 野村 家ノ上 1377 34 い

④

③

⑥

⑤

⑧

⑦

⑩

⑨

⑫

⑪

⑭

⑬

⑯

⑮

（以下余白）
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町

伊根町

伊根町

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 家ノ上 1377 34 い

地番

① 野村 茶エン 1372 34

④

③

⑥

⑤

⑧

⑦

⑩

⑨

⑫

⑪

⑬

（以下余白）

⑯

⑮

⑭
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　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-006

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　大阪府箕面市栗生間谷東7丁目18-5　大江　江美子

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

石原 10110-8 34 い

山林 0.10 スギ 36

公告の日

山林 0.12 スギ 71

石原 10108-1 34 い

71

4

3 野村 石原 10111-3 34 い 山林 0.02 スギ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

2 野村

5

10年

1 野村

7

6

9

8

11

10

13

12

15

14

16

（以下余白）
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伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

山林 0.10 スギ 361 野村 石原 10108-1 34 い

小班 地目

面積

ha

山林 0.12 スギ 71

3 野村 石原 10111-3 34 い

2 野村 石原 10110-8 34 い

4

山林 0.02 スギ 71

6

5

7

8

10

9

12

11

14

13

16

15

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

（以下余白）
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10108-1 34 い

② 野村 石原 10110-8 34 い

④

③ 野村 石原 10111-3 34 い

⑥

⑤

⑧

⑦

⑩

⑨

⑫

⑪

⑭

⑬

⑯

⑮

（以下余白）
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町

伊根町

伊根町

伊根町

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 石原 10110-8 34 い

地番

① 野村 石原 10108-1 34

④

③ 野村 石原 10111-3 34 い

⑥

⑤

⑧

⑦

⑩

⑨

⑫

⑪

⑬

（以下余白）

⑯

⑮

⑭
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　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

（以下余白）

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-007

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府宇治市神明宮北50番地の25　大上　康治

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

1 野村 石原 10112-1 34 い

2

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

山林 0.16 ヒノキ 66

公告の日 10年

6

3

4

5

別添１参照 別添２参照 別添３参照

9

8

7

11

10

13

12

15

14

16
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伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

山林 0.16 ヒノキ 661 野村 石原 10112-1 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

3

2 （以下余白）

4

6

5

7

8

10

9

12

11

14

13

16

15

　伊根町長　　吉　本　秀　樹
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10112-1 34 い

②

④

③

⑥

⑤

⑧

⑦

⑩

⑨

⑫

⑪

⑭

⑬

⑯

⑮

（以下余白）
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町

伊根町

地番

① 野村 石原 10112-1 34

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

③

い

②

⑤

④

⑦

⑥

⑨

⑧

⑪

⑩

⑬

⑫

（以下余白）

⑯

⑮

⑭
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-008

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　大阪府枚方市出口5丁目34-7　大上　善久

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

3 野村 オツカケ 1426 34 い 山林 0.019 スギ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

2 野村 石原 10110-2 34 い

山林 0.01 ヒノキ 45

66 C

10年

O

1353 34 い 山林

51 P/Q

い 山林 0.0267 スギ
ヒノキ 51 P/Q

山林

4 野村 石原 110-16 34 い 山林 0.02

公告の日

山林 0.14 スギ 66

1 野村 石原 10110-17 34 い

スギ
ヒノキ 45

5 野村 イシハラサカ

い 山林 0.08 スギ 51 J

山林 0.032 スギ
ヒノキ

0.0185 スギ
ヒノキ 51 P/Q

6 野村 イシハラサカ 1353-1 34 い

宮ノ前 1311-1 34

8 野村 ミヤノマヘ 1345 34

7 野村 ミヤノ前 1311-1 34

0.0109 スギ
ヒノキ 51 P/Qい

11

10 野村 石原 110-マル1 34 山林 0.01 スギ

9 野村

66い

13

12

15

14

16

（以下余白）
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

山林 0.01 ヒノキ 451 野村 石原 10110-17 34 い

小班 地目

面積

ha

山林 0.14 スギ 66

3 野村 オツカケ 1426 34 い

2 野村 石原 10110-2 34 い

スギ
ヒノキ 454 野村 石原 110-16 34 い 山林 0.02

山林 0.02 スギ 66

6 野村 イシハラサカ 1353-1 34 い 山林 0.032

山林 0.0185 スギ
ヒノキ 515 野村 イシハラサカ 1353 34 い

スギ
ヒノキ 51

7 野村 ミヤノ前 1311-1 34 い 山林 0.08 スギ 51

8 野村 ミヤノマヘ 1345 34 い 山林 0.0109

宮ノ前 1311-1 34 い

スギ
ヒノキ 51

スギ 6610 野村 石原 110-マル1 34 い 山林 0.01

山林 0.0267 スギ
ヒノキ 519 野村

12

11

14

13

16

15

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

（以下余白）
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10110-17 34 い

② 野村 石原 10110-2 34 い

④ 野村 石原 110-16 34 い

③ 野村 オツカケ 1426 34 い

⑥ 野村 イシハラサカ 1353-1 34 い

⑤ 野村 イシハラサカ 1353 34 い

⑧ 野村 ミヤノマヘ 1345 34 い

⑦ 野村 ミヤノ前 1311-1 34 い

⑩ 野村 石原 110-マル1 34 い

⑨ 野村 宮ノ前 1311-1 34 い

⑫

⑪

⑭

⑬

⑯

⑮

（以下余白）
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

地番

① 野村 石原 10110-17 34

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

③ 野村 オツカケ 1426 34 い

い

②

⑥ 野村 イシハラサカ 1353-1 34 い

野村 石原 10110-2 34 い

⑤ 野村 イシハラサカ 1353 34 い

④ 野村 石原 110-16 34 い

⑧ 野村 ミヤノマヘ 1345 34 い

⑦ 野村 ミヤノ前 1311-1 34 い

⑩ 野村 石原 110-マル1 34 い

⑨ 野村 宮ノ前 1311-1 34 い

⑫

⑪

⑬

（以下余白）

⑯

⑮

⑭
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　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

（以下余白）

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-009

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府宮津市字猟師42番地の2　大上　正一

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

1 野村 カウラウチ 1431 34 い

2

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

山林 0.35 スギ 71

公告の日 10年

6

3

4

5

別添１参照 別添２参照 別添３参照

9

8

7

11

10

13

12

15

14

16
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伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

山林 0.35 スギ 711 野村 カウラウチ 1431 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

3

2 （以下余白）

4

6

5

7

8

10

9

12

11

13

14

16

15

　伊根町長　　吉　本　秀　樹
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

カウラウチ 1431 34 い

番

号

所在

林班 小班

③

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村

②

⑤

④

⑦

⑥

⑨

⑧

⑪

⑩

⑬

⑫

⑮

⑭

⑯

（以下余白）
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町

伊根町 カウラウチ 1431 34

④

③

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

②

地番

① 野村

⑤

⑦

⑥

⑨

⑧

⑪

⑩

⑬

⑫

（以下余白）

⑯

⑮

⑭
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　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

63/161



　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-010

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　鳥取県米子市三本松2丁目11番8号　大上　德行

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

石原 1355 34 い

山林 0.0561 スギ
ヒノキ 51

公告の日

山林 0.0396 スギ
ヒノキ 51

オクシノウヘ 1379 34 い

51 P/Q

4

P/Q

3 野村 石原 1355-1 34 い 山林 0.0191 スギ
ヒノキ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

W

2 野村

5

10年

1 野村

7

6

9

8

11

10

13

12

15

14

16

（以下余白）
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伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

山林 0.0561 スギ
ヒノキ 511 野村 オクシノウヘ 1379 34 い

小班 地目

面積

ha

山林 0.0396 スギ
ヒノキ 51

3 野村 石原 1355-1 34 い

2 野村 石原 1355 34 い

4

山林 0.0191 スギ
ヒノキ 51

6

5

7

8

10

9

12

11

14

13

16

15

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

（以下余白）
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 オクシノウヘ 1379 34 い

② 野村 石原 1355 34 い

④

③ 野村 石原 1355-1 34 い

⑥

⑤

⑧

⑦

⑩

⑨

⑫

⑪

⑭

⑬

⑯

⑮

（以下余白）
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町

伊根町

伊根町

伊根町

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 石原 1355 34 い

地番

① 野村 オクシノウヘ 1379 34

④

③ 野村 石原 1355-1 34 い

⑥

⑤

⑧

⑦

⑩

⑨

⑫

⑪

⑬

（以下余白）

⑯

⑮

⑭
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　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-11

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都市伏見区深草大亀谷万帖敷町92-11　谷口　裕樹

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

3 野村 宮ノ前 1312 34 い 山林 0.01 スギ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

2 野村 石原 110-マル2 34 い

山林 0.04 スギ
ヒノキ 45

52

10年

1308 34 い 山林

61

い 山林 0.01 スギ 71

山林

4 野村 宮ノ前 1316 34 い 山林 0.01

公告の日

山林 0.04 スギ 68

1 野村 石原 10110-19 34 い

スギ 51

5 野村 宮ノ前

7 野村 石原 10110-6 34

0.01 スギ 52

6 野村 石原 10109-3 34 い

い 山林 0.08 スギ
ヒノキ 71

山林 0.04 スギ

9 野村 石原 10111-4 34

8 野村 石原 10114-4,-5 34 0.08 スギ 71い

11 野村 フンゴダ 1307・1307-1 34

10 野村 東谷 東谷1302・1303・1304
34

い 山林 0.17 スギ 61 U/V

山林 0.19 スギ 61 U/Vい

13 野村 ミヤノ前 1309 34

12 野村 ミヤノ前 1311-2 34

い 山林 0.03 スギ 51 L

山林 0.06 スギ 51 Kい

15 野村 石原 110-12 34

14 野村 宮ノ前 1310 34

い

い

山林 0.0033 スギ 66 N

山林 0.03 スギ 66 M

L16 野村 宮ノ前 1309 34 い 山林 0.03 スギ 51
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

山林 0.04 スギ
ヒノキ 451 野村 石原 10110-19 34 い

小班 地目

面積

ha

山林 0.04 スギ 68

3 野村 宮ノ前 1312 34 い

2 野村 石原 110-マル2 34 い

スギ 514 野村 宮ノ前 1316 34 い 山林 0.01

山林 0.01 スギ 52

6 野村 石原 10109-3 34 い 山林 0.04

山林 0.01 スギ 525 野村 宮ノ前 1308 34 い

スギ 61

7 野村 石原 10110-6 34 い 山林 0.08 スギ
ヒノキ 71

8 野村 石原 10114-4,-5 34 い 山林 0.08

石原 10111-4 34 い

スギ 71

スギ 6110 野村 東谷 東谷1302・1303・1304
34 い 山林 0.19

山林 0.01 スギ 719 野村

い

スギ 66

山林 0.17 スギ 61

12 野村 ミヤノ前 1311-2 34 い

11 野村 フンゴダ 1307・1307-1 34 い

山林 0.06 スギ 51

14 野村 宮ノ前 1310 34 い 山林 0.03

山林 0.03 スギ 5113 野村 ミヤノ前 1309 34

16 野村 宮ノ前 1309 34 い 山林 0.03

山林 0.0033 スギ 6615 野村 石原 110-12 34 い

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

スギ 51
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10110-19 34 い

② 野村 石原 110-マル2 34 い

④ 野村 宮ノ前 1316 34 い

③ 野村 宮ノ前 1312 34 い

⑥ 野村 石原 10109-3 34 い

⑤ 野村 宮ノ前 1308 34 い

⑧ 野村 石原 10114-4,-5 34 い

⑦ 野村 石原 10110-6 34 い

⑩ 野村 東谷 東谷1302・1303・1304 34 い

⑨ 野村 石原 10111-4 34 い

⑫ 野村 ミヤノ前 1311-2 34 い

⑪ 野村 フンゴダ 1307・1307-1 34 い

⑭ 野村 宮ノ前 1310 34 い

⑬ 野村 ミヤノ前 1309 34 い

⑯ 野村 宮ノ前 1309 34 い

⑮ 野村 石原 110-12 34 い
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

地番

① 野村 石原 10110-19 34

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

③ 野村 宮ノ前 1312 34 い

い

② 野村 石原 110-マル2 34 い

⑤ 野村 宮ノ前 1308 34 い

④ 野村 宮ノ前 1316 34 い

⑦ 野村 石原 10110-6 34 い

⑥ 野村 石原 10109-3 34 い

⑨ 野村 石原 10111-4 34 い

⑧ 野村 石原 10114-4,-5 34 い

⑪ 野村 フンゴダ 1307・1307-1 34 い

⑩ 野村 東谷 東谷1302・1303・1304 34 い

⑬ 野村 ミヤノ前 1309 34 い

⑫ 野村 ミヤノ前 1311-2 34 い

⑮ 野村 石原 110-12 34 い

⑭ 野村 宮ノ前 1310 34 い

⑯ 野村 宮ノ前 1309 34 い
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別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

16

15

14

13

12

11

10

9

8

5

10年

1 野村

7

6

71 R

4

3 野村 石原 1301 34 い 山林 0.05 スギ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

2 野村

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

石原 1420-1 34 い

山林 0.12 スギ
ヒノキ 69

公告の日

山林 0.11 スギ 66

谷地 1301 34 い

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-012

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府宮津市字喜多141番地の17　谷口　安雄
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伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

（以下余白）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

14

13

12

11

10

9

7

8

6

5

4

山林 0.05 スギ 71

山林 0.11 スギ 66

3 野村 石原 1301 34 い

2 野村 石原 1420-1 34 い

山林 0.12 スギ
ヒノキ 691 野村 谷地 1301 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

③ 野村 石原 1301 34 い

⑥

⑤

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 谷地 1301 34 い

② 野村 石原 1420-1 34 い

④

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
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町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

③ 野村 石原 1301 34 い

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 石原 1420-1 34 い

地番

① 野村 谷地 1301 34

④
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

16

15

14

13

12

11

10

7

9

8

別添１参照 別添２参照 別添３参照

6

3

4

5

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

山林 0.03 スギ 64

公告の日 10年

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

1 野村 石原 10110-11 34 い

2 （以下余白）

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-013

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府舞鶴市字行永2838番地　谷口　民子
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伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

13

14

12

11

10

9

7

8

6

5

4

3

2 （以下余白）

山林 0.03 スギ 641 野村 石原 10110-11 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

③

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村

②

⑤

④

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

石原 10110-11 34 い

番

号

所在

林班 小班

89/161



町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

②

地番

① 野村

⑤

石原 10110-11 34

④

③
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

16

15

14

13

12

11

10

9

8

5

10年

1 野村

7

6

66 N

4

C

3 野村 石原 110-14 34 い 山林 0.0076 スギ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

2 野村

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

オツカケ 1427 34 い

山林 0.0109 スギ 52

公告の日

山林 0.0287 スギ 66

ヲクジ 1348 34 い

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-014

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府長岡京市井ノ内下東ノ口21番地の5　谷口　富夫
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伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

（以下余白）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

14

13

12

11

10

9

7

8

6

5

4

山林 0.0076 スギ 66

山林 0.0287 スギ 66

3 野村 石原 110-14 34 い

2 野村 オツカケ 1427 34 い

山林 0.0109 スギ 521 野村 ヲクジ 1348 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

③ 野村 石原 110-14 34 い

⑥

⑤

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 ヲクジ 1348 34 い

② 野村 オツカケ 1427 34 い

④

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
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町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

③ 野村 石原 110-14 34 い

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 オツカケ 1427 34 い

地番

① 野村 ヲクジ 1348 34

④
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

スギ
ヒノキ 51 P/Q

5

66 C

4 野村 ミヤノマヘ 1346 34 い 山林 0.0135

公告の日 10年

山林 0.02 スギ 68

3 野村 オツカケ 1434 34 い 山林 0.0198 スギ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

2 野村 石原 10110-20 34 い

山林 0.06 スギ 511 野村 石原 10110-13 34 い

現況

林齢

町 大字 小字 地番

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

　　京都府福知山市字前田87番地の1

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-015

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　谷口　君代
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

（以下余白）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

14

13

12

11

10

9

7

8

6

5

スギ
ヒノキ 514 野村 ミヤノマヘ 1346 34 い 山林 0.0135

山林 0.0198 スギ 66

山林 0.02 スギ 68

3 野村 オツカケ 1434 34 い

2 野村 石原 10110-20 34 い

山林 0.06 スギ 511 野村 石原 10110-13 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

100/161



２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

34 い

③ 野村 オツカケ 1434 34 い

⑥

⑤

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10110-13 34 い

② 野村 石原 10110-20 34 い

④ 野村 ミヤノマヘ 1346

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

野村 ミヤノマヘ 1346 34 い

③ 野村 オツカケ 1434 34 い

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 石原 10110-20 34 い

地番

① 野村 石原 10110-13 34

④
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町 野村 ブンゴダ

16

15

14

13

12

11

10

5

別添３参照

2 野村 イシハラサカ 1347

7

4

6

（以下余白）

3 1805-1,-2 34 い 山林 0.01 スギ

別添１参照 別添２参照

9

8

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

山林 0.0214 スギ
ヒノキ 51

山林 0.03 スギ 71

公告の日 10年

55

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

34 い

1 野村 石原 10110-7 34 い

P/Q

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-016

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　兵庫県西宮市甲子園六石町5番20-104号　谷口　和博
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伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

（以下余白）

野村 ブンゴダ

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

14

13

12

11

10

9

7

8

6

5

4

山林 0.01 スギ 553 1805-1,-2 34 い

2 野村 イシハラサカ 1347 34 い

1 野村 石原 10110-7 34 い

小班 地目

面積

ha

現況

樹種

現況

林齢

山林 0.0214 スギ
ヒノキ 51

山林 0.03 スギ 71

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

野村 ブンゴダ

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

③ 1805-1,-2 34 い

⑥

⑤

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10110-7 34 い

② 野村 イシハラサカ 1347 34 い

④

⑦

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
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町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

野村 ブンゴダ

石原

地番

⑭

⑮

⑬

⑯

⑪

⑫

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

1347 34 い

① 野村 10110-7 34

⑤

④

③ 1805-1,-2 34 い

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 イシハラサカ
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　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

16

15

14

13

12

11

10

7

9

8

別添１参照 別添２参照 別添３参照

6

3

4

5

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

山林 0.04 スギ 66

公告の日 10年

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

1 野村 石原 1344 34 い

2 （以下余白）

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-017

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府与謝野町字三河内554番地1　田中　春雄
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伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

13

14

12

11

10

9

7

8

6

5

4

3

2 （以下余白）

山林 0.04 スギ 661 野村 石原 1344 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

③

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村

②

⑤

④

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

石原 1344 34 い

番

号

所在

林班 小班
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町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

②

地番

① 野村

⑤

石原 1344 34

④

③
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

0.0195 スギ
ヒノキ 51 W

6

4 野村 石原 1368・1369 34 い 山林 0.069

公告の日

山林 0.02 スギ 71

1 野村 石原 10109-1 34 い

スギ
ヒノキ 51

5 野村 石原

1428 34 い

山林 0.37 スギ
ヒノキ 69

51 W

10年

W

1369-1 34 い 山林

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

3 野村 石原 1367 34 い 山林 0.0631 スギ
ヒノキ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

2 野村 ヲフカケ

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-018

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府与謝郡与謝野町字男山102番地の38　田中　眞一
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

（以下余白）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

14

13

12

11

10

9

7

8

6

山林 0.0195 スギ
ヒノキ 515 野村 石原 1369-1 34 い

スギ
ヒノキ 514 野村 石原 1368・1369 34 い 山林 0.069

山林 0.0631 スギ
ヒノキ 51

山林 0.02 スギ 71

3 野村 石原 1367 34 い

2 野村 ヲフカケ 1428 34 い

山林 0.37 スギ
ヒノキ 691 野村 石原 10109-1 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

34 い

③ 野村 石原 1367 34 い

⑥

⑤ 野村 石原 1369-1 34 い

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 石原 10109-1 34 い

② 野村 ヲフカケ 1428 34 い

④ 野村 石原 1368・1369

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤ 野村 石原 1369-1 34 い

野村 石原 1368・1369 34 い

③ 野村 石原 1367 34 い

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 ヲフカケ 1428 34 い

地番

① 野村 石原 10109-1 34

④
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

スギ
ヒノキ 71

5

42

4 野村 石原 10111-2 34 い 山林 0.01

公告の日 10年

山林 0.0076 スギ
ヒノキ 51 P/Q

3 野村 石原 10110-5 34 い 山林 0.06 スギ
ヒノキ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

P/Q

2 野村 イシハラサカ 1352-1 34 い

山林 0.0519 スギ
ヒノキ 511 野村 イシハラサカ 1352 34 い

現況

林齢

町 大字 小字 地番

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

　　京都府向日市上植野町鴨田4番地の45

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-019

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　田中　秀子
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

（以下余白）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

14

13

12

11

10

9

7

8

6

5

スギ
ヒノキ 714 野村 石原 10111-2 34 い 山林 0.01

山林 0.06 スギ
ヒノキ 42

山林 0.0076 スギ
ヒノキ 51

3 野村 石原 10110-5 34 い

2 野村 イシハラサカ 1352-1 34 い

山林 0.0519 スギ
ヒノキ 511 野村 イシハラサカ 1352 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

128/161



２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

34 い

③ 野村 石原 10110-5 34 い

⑥

⑤

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 イシハラサカ 1352 34 い

② 野村 イシハラサカ 1352-1 34 い

④ 野村 石原 10111-2

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

野村 石原 10111-2 34 い

③ 野村 石原 10110-5 34 い

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 イシハラサカ 1352-1 34 い

地番

① 野村 イシハラサカ 1352 34

④

132/161



　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

16

15

14

13

12

11

10

7

9

8

別添１参照 別添２参照 別添３参照

W

6

3

4

5

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

山林 0.0307 スギ
ヒノキ 51

公告の日 10年

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

1 野村 石原 1364 34 い

2 （以下余白）

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-020

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府宮津市字万年1019番地の1　小倉　浩史
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伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

13

14

12

11

10

9

7

8

6

5

4

3

2 （以下余白）

山林 0.0307 スギ
ヒノキ 511 野村 石原 1364 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

③

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村

②

⑤

④

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

石原 1364 34 い

番

号

所在

林班 小班
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町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

②

地番

① 野村

⑤

石原 1364 34

④

③
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

16

15

14

13

12

11

10

7

9

8

別添１参照 別添２参照 別添３参照

W

6

3

4

5

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

山林 0.031 スギ
ヒノキ 51

公告の日 10年

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

1 野村 石原 1370 34 い

2 （以下余白）

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-021

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　　京都府宮津市字惣392-2　藤原　悦雄
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伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

13

14

12

11

10

9

7

8

6

5

4

3

2 （以下余白）

山林 0.031 スギ
ヒノキ 511 野村 石原 1370 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

142/161



２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

③

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村

②

⑤

④

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

石原 1370 34 い

番

号

所在

林班 小班
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町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

②

地番

① 野村

⑤

石原 1370 34

④

③
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

0.02 スギ 51

6 野村 石原 114-1 34 い 山林 0.35 ヒノキ 65

4 野村 F 34 い 山林 0.11

公告の日

山林 1.40 スギ 51

1 野村 I 34 い

スギ 52

5 野村 ソブカミ

H 34 い

山林 0.05 スギ 51

51

10年

146 34 い 山林

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

3 野村 カウラウチ A 34 い 山林 0.08 スギ

別添１参照 別添２参照 別添３参照

2 野村

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-022

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

　筒川財産区管理委員会
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伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

（以下余白）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

　筒川財産区管理委員会

16

15

14

13

12

11

10

9

6 野村 石原 114-1 34

8

7

い 山林 0.35

山林 0.02 スギ 515 野村 ソブカミ 146 34 い

ヒノキ 65

4 野村 F 34 い 山林 0.11

山林 0.08 スギ 51

スギ 52

山林 1.40 スギ 51

3 野村 カウラウチ A 34 い

2 野村 H 34 い

山林 0.05 スギ 511 野村 I 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢

149/161



２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

34 い

③ 野村 カウラウチ A 34 い

⑥ 野村 石原 114-1 34 い

⑤ 野村 ソブカミ 146 34 い

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村 I 34 い

② 野村 H 34 い

④ 野村 F

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容
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町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥ 野村 石原 114-1 34 い

⑤ 野村 ソブカミ 146 34 い

野村 F 34 い

③ 野村 カウラウチ A 34 い

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

② 野村 H 34 い

地番

① 野村 I 34

④
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

伊根町

16

15

14

13

12

11

10

7

9

8

別添１参照 別添２参照 別添３参照

W

6

3

4

5

所　　在

林班 小班 地目

面積

ha

現況

樹種

山林 0.0271 スギ
ヒノキ 51

公告の日 10年

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権

の始期

経営管理権

の存続期間

（終期）

（Ｂ）

経営管理権に基づいて

行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に要

する経費を控除してなお利益がある場

合において甲に支払われるべき金銭

（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを支

払うべき時期、

相手方及び方法

備考

（森林簿地番）

番号

現況

林齢

町 大字 小字 地番

1 野村 石原 1374 34 い

2 （以下余白）

経 営 管 理 権 集 積 計 画

整　理

番　号

河来見

集-023

経営管理権の設定を受ける市町村（乙）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹 　　京都府与謝野郡伊根町字日出651番地

経営管理権を設定する森林の森林所有者（甲）

京都市上京区五辻通浄福寺西入一色町27番地の1メガロコープ西陣507　小奥　弘子
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伊根町

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村（乙） 住　　　所（同上）

権利を設定する森林の森林所有者（甲） 住　　　所（同上）

　伊根町長　　吉　本　秀　樹

16

15

13

14

12

11

10

9

7

8

6

5

4

3

2 （以下余白）

山林 0.0271 スギ
ヒノキ 511 野村 石原 1374 34 い

小班 地目

面積

ha

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ） 経営管理権を設定する森林の甲以外の権原者（Ｅ）

備考

番号

所　　在

住所又は所在地 氏名又は名称 権原の種類

町 大字 小字 地番

林班

現況

樹種

現況

林齢
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２　共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、１の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

　乙は、１の個別事項に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、

造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に

要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払う事業を実施する。

（２）受託者の義務

　①　経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもって経営管理を行う義務を負う。

　②　経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者（以下「経営管理実施権者」とい

　　う。）は善良な管理者の注意義務を負い、甲は当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが

　　できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対

　　する監督責任を負う。

（３）経営管理権の対象とする森林

　当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。

（４）経営管理権及び経営管理受益権の設定

　この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権利）が、それぞれ設定される。

　乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者（国その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。

（５）租税公課の負担

　甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。

（６）経営管理権の設定等の条件

①　乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

　ア　甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合

　イ　甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

②　乙は、災害その他の事由により当該森林において（１）に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して

　（９）、(10)により復旧を行う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③　甲は、１の個別事項に定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。

④　甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

（７）森林への立入り及び施設の利用等

①　乙は、（１）、(９)、（15）に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該

　森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使用させることができる。

②　乙は、（１）、(９)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させること

　ができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行うものとする。

③　乙は、当該森林の立木が第三者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であって、かつ第三者から当該立木について除去等を行いたい旨の

　申出がある場合には、第三者が当該立木について除去等を行うことを認めることができる。

（８）甲への通知

　当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が）

甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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（９）森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協議により定める。

②　乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することができることとし、甲はこれを承諾する。

　なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。

③　乙が②により森林保険を付保した場合、甲は、保険料を乙の発効する納入通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。

④　乙が②により森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金があるときには、甲は当該保険金

　の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。

（10）森林保険（経営管理実施権が設定された場合）

①　気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。

②　経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保することとし、甲は

　これを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理実施権者がこれを行うものとする。

③　天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、

　経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

（11）災害等による経営又は管理の不実施

　次に掲げる場合において、（１）に掲げる事項を実施する予定の森林について（１）に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になったときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。

①　災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき

②　路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき

③　当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき

（12）損害の賠償

①　乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支払うものとする。

②　乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。

（13）経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

　経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

（14）甲の通知及び届出

①　甲は、当該森林について、第三者に権利を移転若しくは設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しなければならない。

②　甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更した場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理

権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し出るものとする。

（15）経営管理実施権配分計画の作成

①　乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、

　経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。

②　経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求める

　ことができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当該森林の経営管理の状況等について年１回の報告を徴収する義務のみを負う。

③　甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受けたときは、当該支払を受けた額の限度で、当該

　経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画により設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。

（16）その他

　この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議して定める。
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町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

③

＜経営管理実施権が設定される場合＞

○経営管理実施権者が間伐の施業、作業道の維持管理、搬出木材の販売の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管理実施権を設定する前に

乙及び経営管理実施権者で協議して決めるものとする。

◯施業の実施にあたっては、既存の作業道を利用し、または新たに作業道を開設することにより対象森林内の人工林について、可能な限り広く利用間伐

を実施する。

○搬出間伐が出来ない場所においても可能な限り切り捨て間伐を行う。

◯渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○将来、経済林化が見込まれない場合、針広混交林化を目指す施業を検討する。

○火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

○　乙は、存続期間中に間伐を１回実施するものとする。なお、施業の実施にあたっては、将来経済林としての経営を期待できない箇所については、針

広混交林化を目指すこととし、渓畔林における不必要な伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。

○　乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回の森林の巡視を行うものとし、当該巡視は作業道からの目視によって判断できる限りで行う。

大字 小字 地番

① 野村

②

⑤

④

別添１　経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容（Ｃ）

対象森林 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

石原 1374 34 い

番

号

所在

林班 小班
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町

伊根町

（以下余白）

⑯

⑮

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

別添２　木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

対象森林 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭（Ｄ）の額の算定方法

番

号

所在

林班 小班

＜経営管理実施権が設定される場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　間伐について甲に支払われるべき金銭の額は、木材の販売による収益の額及び補助金額から、間伐に係る経費及び木材の販売に係る経費その他経営

管理に要する経費（森林保険の保険料等）として乙が算定した額を控除した額とする。

（２．木材の販売収益の額の算定方法）

○　間伐に係る木材の販売収益については、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

（３．伐採等に要する経費の算定方法）

○　乙が算定する間伐が実施された場合における木材の販売に係る経費については、経営管理実施権者が経営管理実施権の設定を受けるに当たって乙に

提示し、経営管理実施権配分計画に添付された経費総額の見積額を上限とする。

〇　乙が算定する森林保険の保険料については、経営管理実施権の終期までの間に必要な保険料の合計として、経営管理実施権者が経営管理実施権の設

定を受けるに当たって乙に提示し、経営管理実施権配分計画に添付された見積額を上限とする。

（４．留意事項）

○　木材の販売収益から差し引いた間伐、木材販売、その他経営管理に要する経費（森林保険の保険料等）は、甲からの預り金として経営管理実施権者

が管理する。なお、経営管理実施権者が預かる期間は、預り金の残高がなくなるか、経営管理に係る持ち出しの必要がなくなるまでとする。

○　経営管理実施権者が間伐後の経営管理を行うために要した経費の実費が上記（３．伐採等に要する経費の算定方法）により算定された経費の額を上

回る場合については、その差額は経営管理実施権者が負担するものとする。

＜経営管理実施権が設定されない場合＞

（１．甲に支払われるべき金銭の額の算定方法）

○　経営管理権に基づき乙が実施する間伐の結果生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

（２．留意事項）

○　乙が経営管理を行うために要した経費は乙が負担するものとする。ただし、森林保険を付保する場合における保険料は除くものとする。

大字 小字

い

②

地番

① 野村

⑤

石原 1374 34

④

③
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　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

　＜相手方及び方法＞

　　○　次の支払先に支払うものとする。

　　　　（支払先）　甲の指定する口座

（経営管理実施権が設定されない場合）

　＜時期＞

別添３　甲にＤを支払うべき時期、相手方及び方法

（経営管理実施権が設定される場合）

　＜時期＞

　　○　経営管理実施権者から甲に対するＤの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。
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